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はじめに

○公的統計を作成するための統計調査において、一部の調査項目が未回

答である場合や、回答そのものが得られずに欠測値が発生する場合があ

るが、結果の有用性を確保するため、これら欠測値への適切な対応が求

められる。

○一方で、これらの欠測値については、統計調査ごとに欠測の発生状況や

補完に利用できるデータなどに違いがあり、特定の補完方法の適用など

一律の対応は困難な面がある。

○このため、統計調査ごとの状況を踏まえた適切な対応が重要となるが、欠

測値に関するこれまでの評価分科会における審議や各府省における取組

状況等も踏まえて、補完を行うに当たっての主な方法・手順や利用上の注

意点など、実務上参考となる事項を整理してまとめて示すことは、公的統

計の精度の確保や向上を促進する上で有意義と考えられる。
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１ 欠測値の補完に当たっての考え方

（１）欠測による影響

○統計調査においては、調査項目の一部について未記入である場合や調査

客体から回答が得られない場合などの欠測が発生した場合において、そ

のままで集計すると母集団としての代表性が損なわれ、平均値などの結

果に偏りが発生するおそれがあり、結果利用上の有用性に影響が生じる。

（２）補完に関する視点

○欠測に対しては、基本的にはデータ収集段階においてできる限り発生しな

いように対処することが必要であるが、最終的に発生した欠測値に対して

は、統計的な処理として、可能な限り補完を行うことにより統計表及び平

均値などの結果の有用性を確保する。
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１ 欠測値の補完に当たっての考え方

（２）補完に関する視点（続き）

○欠測への対応を考える上では、欠測が何に依存して発生しているか（欠測

データメカニズム）も考慮して適切な対応をとることが必要である。

単純に欠測のない標本のみを用いて母平均を推定する場合、欠測のメカ

ニズムが完全にランダムな場合以外は結果に偏りが生じる。

4

※参考：欠測のない標本のみで平均値を推定した場合の偏りについて

項目（y）に欠測が発生しているとして、母集団をyについて回答する層と回答しない層に分けると仮定し、それぞれの層の

平均値をμc、μic、対応する構成割合をπc、１―πcとすると、母集団全体の平均は、

μ ＝ πcμc ＋（１－πc）μic

と書ける。ここで、欠測のない標本のみから平均値を推定した場合はμcとなることから、偏りは、

μc―μ＝ （１ーπc）（μc－μic） （＊）

となる。欠測の発生が完全にランダムな場合には、μc＝μicとなるため、（＊）の偏りは０となるが、それ以外の場合には

０とはならない。



１ 欠測値の補完に当たっての考え方

（２）補完に関する視点（続き）

○これに対し、補完を行う場合には、主にランダムな欠測を仮定できるなら

ば、観測されている他の項目（補完の対象となる項目と関連を有し、欠測

のし易さとも関連する項目）を適切な補助変数として利用して補完を行うこ

とにより、平均値などの結果の偏りを緩和することができる。

○補完のための方法としては、いくつかの方法が一般的に用いられている

が、統計調査ごとに、欠測の発生状況や利用可能な補助変数の状況、実

務上の適用可能性なども考慮し、適切な方法を選択することが必要であ

る。

○以下に、欠測値の補完に関して利用される主な方法として、項目の欠測

の場合と、未回収などユニット単位での欠測の場合別に示す。
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２ 補完を行うための主な方法

＜項目の欠測（item nonresponse）への対応＞

（１）（層化）平均値代入（Mean Imputation）

○手法の概要

・欠測値に対し、観測された標本の値の平均値を代入する。層化平均値代入は、
すべての標本を適切に層化した上で、その層内の平均値を代入に用いる。

○手順

・層化平均値代入では、すべての標本について観測されている適切な項目（補助
変数）に基づき、欠測のある標本を含めて標本を層化する。

・各層内で、欠測値に対し、観測されている標本の平均値を代入する。

○利用上の注意点等

・平均値代入は簡易な方法であるが、欠測が完全にランダムに発生している場合
以外は、母平均の推定値には偏りが発生する。その改善として、適切な項目によ
り標本を層化した上で代入を行うことにより、偏りを緩和することができる。

・補助変数として利用する項目には、欠測している項目と関連を有し、欠測のし易
さとも関連する項目を使うのがよい。

・なお、平均値の補完に伴い、標本分散については過小に評価される。
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２ 補完を行うための主な方法

（２）回帰代入（Regression Imputation）

○手法の概要

・欠測値に対し、回帰モデルに基づく推定値を代入する。

○手順

・欠測が生じていない標本を用いて、欠測している項目を従属変数とし、観測され
ている項目を説明変数とする回帰モデルを推定する。

・当該回帰モデルにより推定した値（回帰直線上の理論値）を代入値とする。

○利用上の注意点等

・回帰モデルは、欠測値に対しよい予測値を与える可能性があるが、そのために
は適切なモデリングが必要となる。

・説明変数に用いる変数には、連続値のほか、カテゴリカル変数などがある。
なお、説明変数を一定の層への所属を表わすダミー変数とした場合には、層化
平均値代入と同じものを表わす。

・線形回帰モデルによる理論値の代入に伴い、標本分散については過小に評価
される。欠測値のばらつきを考慮して、予測値に誤差項（乱数）を加える方法は
確率的回帰代入と呼ばれる。
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２ 補完を行うための主な方法

（３）比率補完（Ratio Imputation）

○手法の概要

・欠測が発生している項目と他の項目との比率を利用して、代入値を算出する。

○手順

・欠測が発生していない標本を用いて、補完の対象とする項目（y）と他の項目(x)
との比率(r)を計算する。

・欠測が生じている標本において観測されている項目(x)に当該比率(r)を乗じるこ
とで得られた値を欠測値への代入値とする。

・比率の算出は、観測されている項目を利用して適切な層区分を設定し、それら
層区分ごとに行う。

○利用上の注意点等

・比率を算出する際に利用する項目としては、欠測が生じている項目に対して相
関が高い項目を利用するのがよい。
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２ 補完を行うための主な方法

（４）ホットデック法（Hot Deck Methods）

○手法の概要

・欠測値に対し、同じデータセットの中で、欠測が生じている標本と類似した標本
（ドナー）を探し出し、ドナーの観測値を欠測値の代わりとして代入する。

・標本間の距離を定義し、欠測がある標本に近い標本をドナーとする。

○手順

・欠測が生じている標本と欠測が生じていない標本について、共通して観測されて
いる項目（補助変数）の値を基に一定の距離を計算し、最も距離の近い標本の
観測値を欠測値に代入する。

○利用上の注意点等

・回帰代入のようなモデルの仮定を要しないが、類似した標本を探し出すための
作業が必要となる。

・用いる距離としては、標本に関する補助変数のベクトルに関するユークリッド距
離や、マハラノビス距離などがある。マハラノビス距離は、変数間の相関を考慮し
た距離である。
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２ 補完を行うための主な方法

・また、標本のすべてについて傾向スコア（注）を推定し、傾向スコアを距離としてそ

の値が最も近い（差の絶対値が最小となる）標本の観測値を代入値とする方法も

ある。

（注）傾向スコア：標本ごとの補助変数の値に応じて標本が回答する確率を表わし、標本全体を用いてロジットモデルなどにより推定さ

れたモデルを基に推定される。傾向スコアは、欠測の発生がランダムの下、モデルが正確であることが必要となる。

・距離に基づく以外の方法としては、観測されている項目に基づきすべての標本

をセルに分類し、欠測のある標本と同じセル内に存在する欠測のない標本から

ランダムに選んで、その観測値を代入値とする方法などがある。

・なお、ドナーを同一のデータセットではなく、過去の調査結果など別のデータセッ

トから探す場合はコールドデックと呼ばれる。過去の調査結果を利用する場合、

利用するデータが経年で安定的なものであることなどが必要と考えられる。
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２ 補完を行うための主な方法

（５）ＬＯＣＦ（Last Observation Carried Forward）

○手法の概要

・同一の客体を複数時点にわたって調査する場合（パネルデータ）において、欠測
が発生した以降の各時点の値として、直近の観測値を代入値とする。

・欠測の発生以降、長期に適用するなどの場合は、経時による変化等を反映させ
るため、何らかの調整を行うことが考えられる。

○手順

・欠測が発生している標本について、直近の観測値を欠測値に代入する。

・経時による調整としては、欠測が生じている項目について、直近の観測値から
の伸び率を欠測のない標本を用いて算出し、欠測が発生している標本の直近の
観測値に乗じた値を代入値とする。

○利用上の注意点等

・欠測が発生した以降、当該項目の値は変化しないとみなすものであるが、補完
の対象とする項目によっては長期に固定して用いた場合、妥当な推計とならない
可能性がある。
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２ 補完を行うための主な方法

（６）その他

○演繹的補完（Deductive Imputation）

・欠測が生じている標本において、観測されている項目間の関係から、欠測してい
る項目の値を論理的に定めることができる場合、その値により補完する。

（例）費用合計の回答があり、内訳の一つにのみ欠測が生じていた場合、引き算で算出した欠測値を補完するなど

・補完に際して、一番初めに取り組むべき方法と考えられる。

○他の統計調査の結果、公開情報、行政記録情報等の活用

・欠測が生じている標本について、他の情報（他の統計調査、公開情報、行政記
録情報、事業所母集団データベースの情報等）を用いて補完する。

ただし、情報の把握時点の違いや、統計上用いている定義との違いなどに注意
する必要がある。
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２ 補完を行うための主な方法

＜ユニット単位での欠測（unit nonresponse）への対応＞

未回収など調査票の項目のすべてについて回答が得られない場合の対応としては、
ウェイトを調整する方法（Weighting Adjustments）がある。

○手法の概要

・標本設計に基づく通常のウェイトについて、欠測の状況を反映して調整した上で、
推定を行う。

○手順

・標本(i)ごとの回答確率(φi)を求め、通常のウェイト(wi：抽出率の逆数に相当)に
回答確率の逆数をかけてウェイトを調整し(wi×1/φi)、当該調整したウェイトを用
いて推定を行う。

・回答確率は、標本が回答する確率の推定値であり、未回収を含むすべての標本
において観測されている項目※1に基づき標本をクラス（Weighting Class）に分けた場合、
当該標本が入るクラスにおける回答標本の割合（回収された標本数／配分され
た標本数）を用いる。当該標本の区分は、欠測している項目と関連を有し、欠測
のし易さとも関連する項目により行うのがよい。

※1 未回収の場合は調査項目の回答は得られないので、ここでは主に標本設計などに用いた変数となる。 13



２ 補完を行うための主な方法

・調整したウェイトを用いて推計を行う場合は、当初配分された標本についてでは
なく、実際に回答があった標本について合計をとることとなる。

○利用上の注意点等

・複数の属性などの情報を利用する場合には、標本をクラスに分けるための組み
合わせが増えてしまうが、複数の補助変数の情報を回答確率という観点から一
つの値に集約するため、傾向スコアを利用する方法もある。その場合、この傾向
スコアの値を用いて標本をグループに分ける。
（注）傾向スコアを回答確率として直接推計に用いることもできるが、その場合、傾向スコアの値が非常に小さいと推定結果への影響が

過度に大きくなるため、調整後のウェイトが極端になっていないかなどの確認も必要である。

・回答確率により修正したウェイトについて、補助変数に関する母集団総計の情
報が別途把握できている場合には、それを利用して更にウェイトを調整すること
もできる※2 。これは、回答確率を求める区分を事後層と見た事後層化推定となっ
ており、複数の項目によってクラスを構成し、同様の操作を行う場合はレイキング
と呼ばれる。

※２ 回答確率を求めるクラスごとに、補助変数に関する母集団総計が別途把握できている場合、当該補助変数に関する推計結果が
母集団での総計に一致するようにウェイトを調整するものであり、wi／φiに更に比率（補助変数の母集団総計／標本から求めた
補助変数の母集団総計の推定値）を乗じたものを調整後のウェイトとする。 補助変数を１とした場合は、母集団のサイズに関す
る情報を利用することになる。
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２ 補完を行うための主な方法

欠測の種類 主な補完方法 補助変数の利用

項目の欠測

層化平均値代入 標本の層化

回帰代入 説明変数

比率補完 比率の計算

ホットデック法 標本間の距離の計算、傾向スコアの算出等

ＬＯＣＦ 伸び率の計算

ユニット単位での欠測 ウェイト調整
回答確率を計算するクラス、傾向スコアの
算出
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３ 補完の処理の主な手順

①欠測の発生状況の確認

○欠測が発生しており、補完の対象となる項目の確認

○欠測値が生じている標本について、欠測の発生状況や、他の項目・特定の属性

等との関係が欠測の発生のし易さに影響していないかなどの特徴を把握

※分布を確認することや、全ての標本において観察されている適当な項目で標本を層化し、層ごとの回収率を確認するなど

②補完に利用可能な補助変数等の検討

○①の確認結果を踏まえ、欠測している変数と関係の強い変数や欠測のし易さに

関連していると見られる項目（変数）などの利用可能性を検討

○その他、欠測の内容に応じて他の情報（当該調査の前回等の結果や外部の関連

情報等）の適切な利用可能性についても検討

16



３ 補完の処理の主な手順

③適切な補完方法の検討

○②により利用可能な補助変数等も考慮し、適切な補完の方法について検討

・まず、演繹的な補完や、過去の結果から経年で安定的なものであれば利用を検討

・項目の欠測に対し、補助変数を基に欠測値を適切に予測できそうな場合は回帰補完や比率補完、ホットデック法等
の検討。他には、層化平均値代入、ＬＯＣＦ（時点調整を含む）等の検討

・ユニット単位での欠測の場合はウェイト調整法を検討

○補完を行う上で層化を行う場合、適切な層区分の方法についても検討（欠測してい
る項目と関連し、欠測のし易さにも関連する項目（変数）で層化を行うのがよい）

○調査項目ごとに異なる複数の補完方法を用いる場合は、補完の手順等を検討

○適用する補完方法間の比較を行うには、以下の様な方法がある

・観察されている項目の一部を欠測させるなどのシミュレーションを行い、推定値の真値からの乖離を表わす指標（平
均平方誤差（RMSE）など）を利用する方法

・推定結果をセンサス調査等他の情報源と比較する方法

④補完方法の選択

○実務上の実行性等も勘案し、適切な補完方法を決定 17



おわりに

○今回、統計調査の実施に伴い発生する欠測値への対応として、統計作成の実務

において利用が考えられる主な補完方法について概括的に整理して示した。

○適用する補完の方法は、統計調査ごとの欠測の状況等を踏まえ、適切に選択す

ることが必要であるが、これらの補完方法全体に通じることとして、欠測による結

果の偏りを緩和するためには、他の観測されている項目を適切な補助変数として

利用して補完を行うことが重要である。

○しかしながら、統計調査ごとに利用できる補助変数の種類や内容などは異なって

おり、適切な補助変数が常に十分に利用できるとは限らない。統計調査の実施の

段階で欠測をできるだけ発生させないようにすることが何より重要である。
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（参考１） 欠測データメカニズムについて

データの欠測がどのようなメカニズムで発生しているかについて、欠測の発生が何に依存するかという視点から、以下
の３つの分類が用いられる。

○完全にランダムな欠測（ＭＣＡＲ）：

・欠測の発生する確率が当該変数の値及び他の観測されている変数の値に依存しない場合である

・この場合、平均値の推定に偏りは発生しないが、実際上MCARとなる場合は少ないと考えられる

○ランダムな欠測（ＭＡＲ）：

・欠測の発生する確率が当該変数の観測された値及び他の観測されている変数の値には依存するが、当該変数の
欠測となった値には依存しない場合である

・この場合、適切な補助変数で条件付ければ欠測の発生はランダムとなることから、観測された情報を利用することに
より偏りを緩和することが可能である

○ランダムでない欠測（ＭＮＡＲ）:

・欠測の発生する確率が当該変数自体の値に依存する場合である

・この場合、補完では偏りを緩和できるとは限らず、欠測メカニズムのモデル化など個別に対応を考える必要がある

（参考２） 多重代入法について

平均値代入や回帰代入など単一の値を代入する補完法の場合、欠測値に平均的な値が代入されることにより、標本
分散については過小に評価されることとなるが、これに対し、補完に関わる不確実性を考慮し、補完による精度の評価を
可能とする方法として多重代入法がある。これは、一定の統計的方法により欠測値への補完値を複数発生させ、それら
を代入することにより複数の補完されたデータセットを作成し、それらを基に平均値や分散などを推定する方法である。
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